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論文 出版メディアと排外主義：
嫌韓本の分析を中心に

李　洪千

本稿は，嫌韓本の分析を通じて出版メディアにおける日本の排外主義の実体と傾向を捉えることを目的としている．
そのため，新聞・雑誌から「嫌韓」がどのような文脈で登場しているのかについて検討した．嫌韓は，内部的要因と
外部的要因の 2 つの方向性を持ち，具体的な内容として政治・外交とメディア・インターネットの 2 つのカテゴリに
分類される．嫌韓は，韓国だけに向けられた一方的なことではなく日本社会の内部問題の文脈で語られることもある．
嫌韓本の分析のために，1998 年から 2016 年まで出版された嫌韓本を収集した．分析時期は『嫌韓流』が出版された
2005 年から 2016 年に限定し，テーマ，著者，出版社，出版年，テーマの書き方，出版時期別の項目で分析を行った．
分析結果によると嫌韓本の出版は 2005 年以降に集中しており，2002 年以降の韓国を問題視しており，慰安婦・領土
問題・歴史教科書問題など従来の懸案を扱っている．
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1　嫌韓空気の拡散
2007 年在特会が設立されてから日本で排外主義的傾

向が強くなっている．排外主義とは，社会的不安を解消
するために弱者を攻撃する動きのことをいう．その原因
として指摘されているのは，グローバル化による社会の
流動化である（注 1）．2012 年から 2015 年まで合計
1152 件のヘイトスピーチ・デモが行われおり，その主
な対象は韓国・朝鮮人に向けられている（注 2）．デモ
は日本全国で行われているが，関東・近畿など大都市圏
に集中している．国連人種差別撤廃委員会は，日本の排
外主義的動きに対して，「ヘイトスピーチ問題に毅然と
対処し，法律で規制するよう勧告」する「最終見解」を
公表した．ヘイトスピーチ・デモに火を付けたのは嫌韓
本の出版ラッシュである．そのきっかけになったのが『嫌
韓流』（2005）だ．ニューヨークタイムズは嫌韓本の出
版が続いている日本の状況について，Ugly Images of 
Asian Rivals Become Best Sellers in Japan と記事のな
かで批判している（注 3）．嫌韓本は日本の排外主義的
動きを象徴するシンボルになっている．本論文は，嫌韓
本を分析することによって，出版メディアにおける対外
主義の実体と傾向を明らかにすることを目的とする．

1．1　嫌韓の定義
嫌韓は日韓だけではなく，国際的な知名度をもってい

る用語であるが，その定義は曖昧である．「嫌韓」とは

どのような概念的位置づけをもっているのか，嫌韓本の
内容と類似概念から嫌韓の意味を考察していく．

木村幸彦（2015）の『さらば，ヘイト本！』は，ヘ
イト本を「よその国（韓国）を十把ひとからげにし，他
民族を嘲笑したり，民族差別や排外主義を煽る本」とし
て定義している．木村は，ヘイト本は人種的差別撤廃条
約の第 4 条の「人種差別を助長し及び煽動する団体お
よび組織的宣伝活動その他のすべての宣伝活動を違法
であるとし禁止する」の「組織的宣伝活動その他すべて
の宣伝活動」を行う本として定義している．

木村がいう「ヘイト本」は彼の言う通り嫌韓本に他な
らない．New York Times の 2015 年の記事のなかでも

『嫌韓流』を「Hating the Korean wave」と訳しており，
日本での嫌韓意識を「The hate Korea feelings」と表
現している．日本の法務省の人権擁護局が配布している
ヘイトスピーチ啓発ポスターには「特定の民族や国籍の
人々を排斥する差別的言動」と記載している（注 4）．
ヘイトは，嘲笑，揶揄う，軽蔑，蔑視，シニカル，無視
するなどと表現できる．それらが行動として現れている
のがヘイトスピーチ・デモである．

以上の記述から嫌韓を「韓国の人々を排斥する差別的
言動」として定義することができる．つまり，嫌韓とは，

「民族差別や排外主義を煽り，韓国を十把ひとからげに
し，嘲笑しする」意識である．嫌韓の対象は総体的意味
として「韓国」を指しているが，その中身は韓国・韓国
人・韓国文化・韓国政治・韓国社会と多様である．嫌韓
本の出版は，韓国・朝鮮人の排斥を目的として組織的に
宣伝されている活動に等しい．以下嫌韓と類似な概念に
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ついて検討していく．

排外主義：排他主義とは「自分以外のものを排斥する」
ことである．これに対して排外主義とは「外国人や外国
の思想・事物を排斥する」こととして定義されている（注
5）．西洋において排外主義は社会階層と強い関連性を
もっていると言われている．

日本でも大江健三郎（1963）の「セブンティーン」
やヒキタクニオ（2000）の「凶気の桜」などは「社会
的弱者が右翼，民族主義運動にコミットする」という視
点をもっている．メディアからは，日本の排外主義は単
一民族主義に基づいた神話を基盤としていると報じら
れている（注 6）．台湾との 2 重国籍をもったことを理
由に，民進党の蓮舫代表に対して行われた社会的バッシ
ングはその一例であろう．

先行研究から排外主義の概念を分類した田辺（2015）
（注 7）によると，排外主義は統合・同化に焦点を合わ
せた「反移民 =immigrants 系」，偏見やナショナリズム
との関連を重視した「恐怖 =phobia・排斥系」，資源競
争や社会階層との関連性に注目した「脅威 =treat（認知）
系」として分類できる．田辺は，先行研究の下位概念は
相互関連性が曖昧であると批判し，相互関連性を具体的
に概念化した．それが以下の 4 つの下位概念である．

①反外国人意識（政治的基準において他者とされる外
国人へのネガティブな態度），②レイシズム（民族的基
準において他者とされる民族・人種的少数派へのネガテ
ィブな態度），③政治的脅威認知（政治的な他者を脅威
と見なす意識），④文化的脅威認知（文化的基準におけ
る他者を脅威と見なす意識）

排外主義を引き起こしたのは，個人の属性，不安の影
響，社会的アイデンティティー，ナショナリズムの影響
が考えられる．田辺（2008，2015）によると政治的プ
ライドは排外主義を助長するが，一方で民族・文化的プ
ライドは排外主義を抑制する効果がある . 樋口（2014）
は愛国主義が反中・反韓に影響していると指摘してい
る．日本型愛国主義は，反中・反韓と強くつながってお
り，レイシズムや脅威認知にも強く影響している（注 8）．

また，樋口はメディアに登場する在特会員の職業的特
徴を収集し，排外主義者は弱者や貧困層ではあるという
見方は一面的であると指摘している．欧米においても，
中産階級が排外主義政党を支持するという実証研究も
存在する．宮城（2016）は日本の都道府県の完全失業
率と都道府県別人口に占める在特会登録会員数の間の
関連性を調べて研究で，ヘイト運動と貧困の間の関連性
は発見できなかった．

反韓感情：反韓感情とは韓国文化・韓国人等を嫌う感情
で，韓半島の地政学的位置上多くの衝突があった周辺国

（日本，中国等）との間の伝統的な感情的摩擦と共に近
代以降西欧の諸国との交流の始まりから生み出した文
化的偏見または誤解，或いは一部の事実に基づいた反国
家的感情である．近来には大韓民国の経済的発展と共に
国内に流入した開発途上国出身の移住民に対する差別
等複合的な理由から来たこともある．外国の中，反韓感
情が一番厳しい日本では嫌韓という用語が反韓感情の
代表的な用語として使われていて，1990 年代中盤ごろ
から使われ始めた．

韓国での先行研究は，嫌韓を「韓国と関連した対象に
対する否定的な感情」として説明している．研究の多く
は，インターネット右翼，在特会，メディア・ナショナ
リズムを研究対象としており，嫌韓の現状に焦点を合わ
せる研究が多い．他方で，嫌韓に対する概念的規定に関
心を集めている研究はないのが実情である．

嫌韓本で提示された様々な概念を抽出すると以下の
ような関係図を提示できる．嫌韓意識は，特定民族に対
する排斥であり，様々な感情的概念と繋がっていること
がわかる．

2　新聞報道における嫌韓
新聞には社会の変化を映し出す「鏡」のような機能が

あり，「嫌韓」の動きは新聞報道に投影されているであ
ろう．日本社会の基層に流れる国民感情は日々の報道活
動のなかで映し出される．そのような新聞の特徴を生か
し，新聞報道を分析することで社会争点の変化を分析す
る手法として，内容分析が使われている．それに加えて
本稿ではどのような文脈において「嫌韓」が用いられて
いるのかを明らかにする．「嫌韓」というキーワードは
1992 年に日本の新聞紙面に最初に登場した．従って，
分析のための記事の検索は 1992 年以降に限定した（注
9）．

図 1 で「嫌韓」が登場する全国紙の割合を示す．毎日，
産経新聞の割合がそれぞれ 30％で，朝日 25％，読売は
15％となっている．全国紙を保守紙とリベラル紙に分類
して集計すると，リベラル紙が占める割合は 55％と半分
以上である．これに対して保守紙は45％となっている（注
10）．保守紙ほど「嫌韓」をよく取り上げていると思わ

図 1　嫌韓キーワードの登場割合
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れがちだが，結果はそれとは反対である．この結果から
「嫌韓」に対するリベラル紙の関心が保守紙より強いと
言えるだろう．

図 2 は分析時期を，韓国の政権別に分けて集計した
割合を示した結果である．図 2 から，2 つのことが明ら
かになっている．第 1 に，「嫌韓」という用語を使う新
聞社の割合が時期によって異なることである．産経新聞
は，金泳三政権時代から李明博政権まで，嫌韓というキ
ーワードが登場する記事の割合がもっとも多い．朝日新
聞はキーワードを含んだ記事の割合が増加している．保
守紙とリベラル紙の間は明確な違いを見せている．
「嫌韓」を用いるリベラル紙の割合は時間が経つに連

れて増加している一方，保守的紙の割合は減少傾向であ
る．ただし，保守紙の産経・読売の割合は，全体として
低下しているが，それぞれの増減は一定ではない．中途
右派と言われている読売は，金泳三，盧武鉉政権の時期
を除けば目立った割合は見せていない．李明博政権の 5
年間は，嫌韓というキーワードを一回も登場していない

（注 11）．つまり，読売は韓国でリベラル政権が誕生す
ると「嫌韓」を言及する場合が多く，他方保守政権の時
は一切使わない傾向がある．ただし，朴槿恵政権の時は
例外である．

2012 年以降を除けば，もっとも多く嫌韓を使ってい
た新聞社は「産経」である．金大中政権の時は 45.0％，
李明博政権の時は 48.3％である．特に李明博前大統領
が竹島（韓国名独島）に上陸した 2012 年に嫌韓が使わ
れる割合はもっとも高い．ただ加藤ソウル支局長の起訴
問題を抱えていた朴槿恵政権の時に嫌韓用語の割合がも
っとも低かったのは注目すべき結果である．

第 2 に，2008 年を境に，「嫌韓」を使う割合が保守
紙とリベラル紙で逆転していることである．李明博大統
領の在任中の 2008 年から 2012 年までは，リベラル紙
の割合がわずかではあるが保守紙を上回った．その後朴
槿恵大統領が就任すると割合は，一気にリベラル紙優先

になっている．
この結果から 2 つの解釈が可能である．一つは，保

守紙があえて言葉を言及しなくても「嫌韓」ムードがす
でに日本社会に広まっていることである．二つ目は，そ
のような社会的雰囲気が日韓関係に悪影響を与えている
ことである．つまり，嫌韓という概念を持ちだしてなく
でも，産経新聞の朴槿恵政権に対する批判，軍艦島のユ
ネスコ登録をめぐる日韓の対立が報道されるだけで，韓
国に対する反感は高まっていく．そのような状況に憂慮
しているリベラル紙が，警鐘を鳴らすために「嫌韓」を
よく使うようになっていることではなかろうか．

新聞報道のなかで使われている「嫌韓」は 4 つの文
脈において述べられている．それぞれの文脈は表 2 の
ように区分できる．まず，「嫌韓」問題の所在がどこな
のかという文脈で使われている．これは，嫌韓を日本内
部の問題として見るべきなのか，外部の問題つまり韓国
の問題として見るべきなのかという 2 つの視点に分か
れる．この 2 つの視点は，嫌韓の原因が何処にあるの

図 2　政権別の嫌韓キーワードの登場割合

表 1　嫌韓キーワードの登場



東京都市大学横浜キャンパス情報メディアジャーナル  2017. 4  第 18 号

112

かいう「原因探し」の文脈である．次は，その原因を引
き起こす犯人は誰なのかという文脈で，「政治・外交」
が責任なのか，それともメディア・インターネットの責
任なのかという文脈である．後者は嫌韓の「犯人捜し」
の視点である．それらは明確に区別するのは容易ではな
いが本論では，4 つのカテゴリのなかで議論して行き
たい．

2．1　内部要因としての「嫌韓」
「嫌韓」を引き起こした要因が日本内部にあるという

見方である．この見方によると，嫌韓の原因を提供した
のは日本のメディア（特に朝日新聞）である．政治・外
交の問題を指摘する文脈でも述べられているが，朝日の
報道に対する反感がより強く表れている．

まず，嫌韓の要因が日本のメディアであるという文脈
について説明する．代表的なのは「嫌韓流」の著者の山
野車輪の認識である．彼は「嫌韓流は韓国と韓流ブーム
を対象にしたのではなく，韓国批判をタブー視する大手
メディアの風潮に対して起こった」と述べている．また，
韓国経済の批判書を多数執筆している三橋貴明は「大手
新聞社が韓国企業の礼賛ばかり，（韓国経済の）危機に
ついてどこも書かなかったから」と日本のメディアの韓
国報道が嫌韓本の執筆理由であると述べている（産経，
2014 年 1 月 11 日）．

伊豆村房は別の観点で日本のメディアを批判してい
る．彼は，メディアが日韓の民間交流を報道しなかった
ので，批判的な側面が相対的に目立つようになったと指
摘する．その結果，嫌韓・兼中になりやすい環境が作ら
れてしまったと批判している（産経，2015 年 9 月 6 日）．
産経も韓流ブームは一部メディアによって作られた幻
想にすぎないと報じている（2005 年 9 月 9 日）が，
2000 年から 2005 年まで「韓流」というキーワードを
含んだ記事を調べると，朝日新聞は 190 本であるのに
対して，産経は 281 本であった（注 12）．他方で日本
のメディアの嫌韓報道を批判する声も紹介されている．
朝日新聞は，週刊紙の嫌韓報道について「売れればいい
という昨今の編集方針は大いに疑問」，「嫌韓・反中ばか
りで，政権批判には腰が引けている」，「最近の雑誌はヘ
イトスピーチと変わらない」と批判の声を紹介している

（2015 年 6 月 27 日）．また，日本のメディアが韓国の
日本批判を「反日」行動として伝えることが日本の嫌韓
ムードを助長しているとの指摘もある（朝日新聞，
2015 年 4 月 25 日）．

次に，日本の情報環境の発展という文脈で嫌韓を語る
視点である．この見方によると，嫌韓は新しく発生した
現象ではなくすでに存在している．嫌韓意識を持つ人々
がインターネットの普及に伴いつながり始めることで，
その姿が見えるようになったと説明している．つまり，
社会的には増えたように見えても実際はつながっただ
けなのだ．また，日本政府の謝罪外交が原因であるとい
う見方もある（産経新聞，2015 年 1 月 18 日）．読売新
聞も似てる視点を提示している．韓国・中国に偏見をも
っている人は今日だけではなく昔から存在している．主
流派ではなかった彼らの考えかを示さなかったのだが，
ネットによってつながることで負の感情が表に出るよ
うになった．さらに，ネット上なら本音であれば，差別
的発言でも冤罪されるかのような風潮が出来ている（読
売新聞，2015 年 10 月 20 日）．

この文脈では，日本社会の抑制力の相対的弱体化が読
み取れる．インターネットの普及による嫌韓意識のネッ
トワーク化は，排外主義を抑えてきた日本社会の規範を
弱めることになった．2002 年の日韓サッカーワールド
カップが嫌韓意識の刺激したきっかけになっているが，
それを「嫌韓」として形作ったのはインターネットであ
る（読売，2015 年 12 月 15 日）．

2．2　外部要因としての「嫌韓」
この文脈によると，嫌韓は日本の内部ではなく外部つ

まり韓国・中国が原因である．外部要因として主に挙げ
られているのは，韓国の政治家の言動であり，韓国のメ
ディアの対日報道である．韓国の政治家の言動としては
主に韓国の大統領の発言と行動があげられている．「嫌
韓」を引用する記事のなかでよく一緒に登場するのが歴
代の韓国大統領の名前である．そのうち，もっとも登場
頻度が多いのは李明博前大統領である．それは 2012 年
の竹島（韓国名独島）に上陸したことが主な原因であろ
う．それによって日本の「嫌韓意識」を一気に強まった

（読売，2015 年 5 月 14 日）．産経新聞は，これまで表
に出せず隠してきた日本人の嫌韓感情が，李明博大統領
の行動によって隠しきれなくなるきっかけを提供した
と分析している（産経，2014 年 1 月 11 日）．

読売新聞は，日本国内の嫌韓を煽るのは朴槿恵大統領
だとしている．国内の世論に迎合し「正しい歴史認識」
を強要 （読売新聞，2015 年 6 月 22 日）し，第 3 国で
日本の批判するいわゆる「告げ口外交」をあげている

（2015 年 12 月 29 日）のが日本側の嫌韓感情をあおり，
悪循環を招いている．産経新聞は，日韓協定の内容を確

表 2　嫌韓報道の 4つの見方
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認していない上に，慰安婦問題は市民団体に引きずり回
される韓国の大統領に問題があると指摘している（産経
新聞，2015 年 5 月 21 日）．産経新聞によると，日韓関
係を悪化させている原因は，韓国の市民団体とそれに弱
腰な韓国政府である（2015 年 6 月 22 日）．

反日を扱う韓国社会の雰囲気に対する反感が嫌韓を
刺激する要因にもなっている．韓国内で反日が娯楽の対
象として映画やテレビ番組などで軽く扱われているこ
とを指摘している．例えば，韓国の光復 70 年を記念し
て制作された「反日映画」によると日本は笑いの相手と
して描かれている指摘している．

また，韓国のメディアの日本語版が問題であるという
指摘もある（産経新聞，2015 年 6 月 22 日）．韓国メデ
ィアの日本語版で紹介された記事のうち安倍首相を批
判する記事が多く，それらの内容が日本の嫌韓本のネタ
になっている場合もすくなくない．また，ブログやツイ
ッターなどで引用される場合も多い．韓国のメディアの
記事が嫌韓感情を刺激する結果を招いてしまう．産経新
聞の黒田編集委員は，実体と離れた（日韓関係の）不健
全さにはメディアの責任が多いと指摘しがら，特に日韓
協力の事実を報道しない韓国のメディアを批判してい
る（産経新聞，2015 年 1 月 11 日）．黒田は，韓国メデ
ィアの反日報道→日本語版で日本に紹介→日本人の感
情を刺激（韓国人は毎日のように日本に悪口をしてい
る）→嫌韓感情の高ぶり，という構造が定着していると
述べている（産経新聞，2015 年 4 月 12 日）．

それ以外に，歴史認識を巡る日韓の対立が日本の国内
の嫌韓感情の原因であると相互に責任がある指摘する
論調もある（読売，2015 年 10 月 30 日）．武藤正敏前
駐韓大使は，「正しいのは韓国，だから日本は従え」と
繰り返し謝罪を求める韓国側が嫌韓の原因であると述
べている（読売新聞，2015 年 6 月 9 日）．

2．3　嫌韓が与える影響
嫌韓ムードは日韓関係にどのような影響を及ぼすの

か．日本のメディアが報道のなかで言及しているのは，
嫌韓によって韓流が衰退するかもしれないことである．
嫌韓ムードが強くなると，韓流ファンの居場所が狭くな
ってしまうことだけではなく，彼らを韓国から遠ざけて
いくことになると予想している（読売，2015 年 5 月
14 日）．嫌韓の勢いは 2015 年まで嫌韓本の出版ラッシ
ュとして現れている．それに連動して，韓国を訪ねる日
本人は 2012 年の 351 万人をピークに 3 割以上落ち込
んでいる（読売新聞，2015 年 6 月 22 日）．韓流をテー
マにする番組の数も減っており，K-POP を扱うのも躊
躇するようになっている（朝日新聞，2015 年 11 月 22
日）．

3　嫌韓出版メディアの現状と実態
3．1　調査方法

本章では嫌韓本の分析を行った．分析はデジタル化し
た嫌韓本のデータ（注 13）をクラウドに保存し，2 人
のコーダーによって分析を行った．分析はサーベイ専門
会社が提供している有料の SurveyMonkey サービスを
利用した（注 14）．ランダムに選択された 10 冊を 2 人
のコーダーが分析し，その結果を比較した．その後分析
結果の違いについて議論し，分析結果の一致度を高
めた．

3．2　分析結果
図 3 で見られるように，2005 年以降に発行された嫌

韓本は合計 205 冊である．本研究は，嫌韓というキー
ワードが日本の新聞に登場した 1988 年から出版された
嫌韓本を収集した．ただ，分析の便宜のために 2005 年
以降に出版された本に限定した．それは，図 12 で見ら
れるように全体の 230 冊の本のうち，89％が 2005 年
以降に出版されたからである．つまり嫌韓が日本社会で
表面化されたのは，2005 年以降からであることが分
かる．

嫌韓本の出版を政権別に分けて集計すると図 4，図 5
のようになる．嫌韓本の出版は盧武鉉政府から増えてお
り，朴槿恵政府の時がもっとも多い．それには 2 つの
理由が考えられる．1 つ目は，2012 年 8 月 10 日に李
明博大統領が日本側の反対を押し切って韓国の大統領
として初めて竹島（韓国名独島，職位は同時）に上陸し
たことである．一部では，4 日後に行われた李明博大統
領の天皇謝罪要求発言が追い打ちをかけたと指摘して
いる（注 15）．李大統領は 8 月 14 日忠清北道清原郡の
韓国教員大学校を訪問した時に，記者の質問に対する答
えとして，「（日王が）『痛惜の念』などという良く分か
らない単語を持ってくるだけなら，来る必要はない．韓
国に来たいのであれば，独立運動家を回って跪いて謝る

図 3　嫌韓本の出版の推移
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べきだ」と発言した（注 16）．2 つ目は，2012 年は大
統領任期の最後の年であることだ．12 月の大統領選挙
が行われたことで，李大統領の行動に対する日本側の批
判は次期大統領に向けられるようになった．

（1）出版社
嫌韓本を出版したのは合計 55 の出版社である．図 6

は嫌韓本の出版推移と出版社の結果を示したグラフで
ある．図 6 によると，2 つの傾向が見られる．1 つ目は，
嫌韓本の出版傾向と嫌韓本の出版する出版社の数の間
に相関関係が見られることである．2 つ目は，出版ブー
ムが強くなるほど，1 つの出版社で複数の嫌韓本を出版
していることである．例えば，2005 年は 10 冊の嫌韓
本を出した出版社は 10 社である．2012 年は 18 冊を
10 社（1 社当たり 1.8 冊）が，2013 年には 26 冊を 16
社（同 1.6 冊）が，2014 年には 69 冊を 33 社（同 2.1 冊）
が，2015 年には 33 冊を 21 社（同 1.5 冊）が出版して
いる．

出版社はどのように嫌韓本を出版したのは，そこには
どのような特徴があるのか，嫌韓本を出版社と出版年で
集計してその特徴を調査した．表 3 は，嫌韓本を出版
した上位 10 位の出版社を集計した結果である．表によ
ると，もっとも多く嫌韓本を出版したのは，宝島社であ
る．合計 20 冊を出版した．2 番目に嫌韓本を出版した
のは晋遊舎であり合計 16 冊を出版した．3 番目に嫌韓
本を出版したのは徳間書店であり，合計 15 冊を出版し

た．4 番目は 14 冊を出版した扶桑社（注 17）である．
5 番目は 13 冊を出版したワック社である．

上位 5 社のうち徳間書店を除けば，すべての出版社
が 2005 年以降に嫌韓本を出している．例えば，宝島社
は 2014 年以降に 11 冊を出版しており，徳間書店は
2012 年から 2014 年までに 11 冊の嫌韓本を出版して
いる．扶桑社は 2013 年から 2015 年にかけて 11 冊の
嫌韓本を出版している．ワック社が出版した 13 冊の嫌
韓本のすべては 2012 年から 2015 年の間に出版された．
次に晋遊舎が出版した 16 冊も 2005 年から 2011 年の

図 4　韓国の政権別に見る嫌韓本の出版

図 5　嫌韓本の政権別の割合

図 6　嫌韓本の推移と出版社

表 3　嫌韓本の出版社のリストと出版した本の数
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間に集中している．
日韓関係の悪化と嫌韓ムードが強くなるほど大手出

版社が出版に乗り出している．丸善ジュンク堂書店が発
表した 2015 年出版社別売上ランキングによると，宝島
社は 11 位，扶桑社は 69 位，徳間書店は 30 位である．
6 番目の小学館は出版社ランキング 4 位である．8 番目
の文藝春秋はランキング 6 位である．祥伝社は 49 位，
新潮社は 5 位，PHP 研究所は 12 位にランキングされ
ている．ランキングに入っている出版社ほど，2011 年
以降に出版が集中されており，日本社会の嫌韓ムードに
便乗したと言わざるを得ない．

（2）著者
嫌韓本の著者の数を示したのが図 7 である．1 人著者

の割合は 79.6％，2 人は 12.5％，3 人は 4.6％となって
いる．6 人以上で執筆したのは 1.3％となっている．

著者の国籍を分析したのは図 8 である．分析結果に
よると，日本人の割合は 64％である．これに日本国籍
を取得した帰化組をプラスすると日本国籍の割合は
89％まで登る．帰化した 25％の内訳をみると韓国から
日本国籍を取得した人が 11％，台湾から 10％，中国か
ら 4％の割合になっている．日本国籍を取得した外国人
著者は主に，韓国・台湾・中国である．

外国人の著者は，韓国人 6％，米国人・イギリス人は
それぞれ 1％，国籍不明は 3％である．不明とは，著者
の名前が書かれていない場合と，著者の紹介で国籍が記
載されていないか，またはインターネットからも国籍情
報が検索できなかった場合である．

（3）出版内容／形態
嫌韓本が扱っているテーマは図 9 の通りである．書

籍は多様なテーマを扱っているためテーマは複数選択
した．分析結果によると，嫌韓本の 94.1％は韓国政治
をテーマとして扱っている．

図 9 に見られるように歴史問題を扱っている割合は
63.8％，韓国社会を扱っているのは 44.7％となってい
る．韓国文化は 27.6％，韓国経済は 26.3％と少ない．
日韓の間に相互関連性が高い文化，経済は嫌韓本のテー
マに取り上げられることは相対的に少なかった．その理
由として考えられるのは，韓流ファンの多さであろう．
日韓関係が悪化したにもかかわらず韓国映画の輸入本
数や韓流の有料チャンネルの加入者数は減っていない．
そのような現状は嫌韓本のテーマに影響されているの
ではないかと考えられる．図 10 は，嫌韓本が対象にし
ている相手国を表している．嫌韓本は，韓国を主な批判
の対象にしていると思われるが，図 9 によると，嫌韓
本は，中国・北朝鮮については批判していること分かっ
た．韓国以外にも，韓国・北朝鮮（3.9％），韓国・中国

（23.0％），韓国・中国・北朝鮮（6.6％）など東アジア
の隣国を批判の対象にしている．

嫌韓本は，韓国以外にも中国・北朝鮮に対しても批判
的であるが，そのうち日本を批判している内容を含む嫌
韓本も確認されていた．例えば，日本を批判の対象にし
ている本としては『さらば，ヘイト本！　嫌韓反中本ブ
ームの裏側』（ころから）『なぜ日本人は韓国人にこんな
になめられ続けるのか』（夏目書房新社），『嫌韓の論法』

（ベスト親書）などがそれに当たる．
両方を批判の対象にしているのは，『没落する反日国

家の正体』（ビジネス社），『日韓 “円満” 断交はいかが？　
女性キャスターかが見た慰安婦問題の真実』（ワニブッ
クス），『もう，無韓心でいい』（ワック），『悪韓論 vs 悪
日論』（双葉社）などの本がそれに当たる．そのような

図 7　著者の人数

図 8　嫌韓本の著者の国籍

図 9　嫌韓本のテーマ
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本は，日本政府の無能を批判している．例えば，『没落
する反日国家の正体』は日本政府が韓国の反日プロパガ
ンダを報知していると指摘している．

両国の共存を促す内容もある．『韓国人の癇癪日本人
の微笑み』（小学館）では，反日・嫌韓は非生産的愚か
な行為であるとし，それを極端主義として規定してい
る．『笑日韓論』（フォレスト出版）では，嫌韓本と反日
本の同時に批判し，それらは自分たちの癒しの満足に過
ぎないとしている．また，「韓流」は日韓関係に変化を
もたらしていないと指摘しながら，「韓流ファンは韓国
を知らない」し，また，「韓国における日流の流行も日
韓関係に変化をもたらさない」と述べている．

図 13 は嫌韓本の情報源を表した結果である．分析結
果によると，嫌韓本は，韓国側の情報（14.5％）より
は日本側の情報（19.7％）を多く引用している（注
18）．両方の情報を引用しているのは 17.1％となってい
る．判断できない情報源の割合が多いのは，嫌韓本の根
拠の正当性を検証するのが容易ではないことを意味
する．

図14は嫌韓本が主に扱う時期を分析した結果である．
分析結果によると，2002 年以降の時期を扱っている本
が 83.6％となっている．そのきっかけとなったのは『嫌

韓流』（2005）である．この本は，2002 年に日韓で共
催した「日韓ワールドカップ」を問題視している．韓国
チームが不正判定によって準決勝まで進出したと批判
している．しかし，嫌韓という言葉が登場した表 1 で
示したように 1992 年からである．1992 年から 2002
年までの時期を扱った嫌韓本の割合は 5.3％，1946 年
から 2001 年までの時期を扱ったのは 3.3％，1910 年
から 1945 年までは 3.3％となっている．1910 年以前
の時期を扱ったのも 4.6％である．嫌韓本が問題視して
いるのは，2002 年以降の時期であり，日本で韓流ブー
ムが起きた時期と重なる．2 つの出来事に相互関係はあ
るのか．嫌韓本の著者のなかでは，韓流ブームが嫌韓ム
ードを刺激したと主張する人もいるが，これについては
今後の研究テーマにしたい．

図 15 は嫌韓本が扱う争点を分析した結果である．図
によると，56.6％の嫌韓本が慰安婦問題を扱っている．
領土問題を扱っている嫌韓本は 47.4％，歴史教科書問
題を扱っているのは 38.8％，在日の人権問題は 15.8％，
産経新聞ソウル特派員の起訴問題は 3.9％となっている
た．その他の争点としては，韓国経済，韓国国内問題，
靖国爆破未遂問題，日本の反日マスコミ，朴槿恵大統領，
セウォル号沈没事件，ベトナム戦争での韓国人によるベ
トナム人虐殺問題などが扱われていた．

3．3　考察
毎日新聞が行った調査によると，嫌韓・嫌中本や嫌韓・

図 10　嫌韓本が扱っている国

図 11　嫌韓本の対象とトーン

図 12　嫌韓本の記述方法

図 13　嫌韓本の情報源
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嫌中の記事を読んだことがある人は，回答者の 13％と
なっていた．男女別にみると男性では 18％，女性では
9％の割合になっており，男性の比率が高い．嫌韓・嫌
中の本や記事を読んだ人は，韓国・中国へのイメージは
悪くなったと答えたのは 48％となっている．男性の
44％，女性は 55％と女性の割合が高い．嫌韓本に接す
ることで，韓国に対してネガティブになっていくことは
考えられる．嫌韓ムードについて半数近い人は，「日本
と韓国・中国との関係を悪化させている」（49％）と考
えている．また，3 人の 1 人は「韓国・中国への不安や
不満を代弁している」（30％）と答えた．

不況で苦しんでいる出版業界としては，確実に売れる
可能生が高い嫌韓本の出版をためらうのは難しかった
のではないか．そのため，本が売れるのであれば「嫌韓
本でもいい」という風潮が出版界に広まったかもしれな
い．出版社の規模が小さいほどそのような誘惑に負けな
いのは難しいかったと考えられるが，嫌韓本を 10 冊以
上出した出版社のうち大手も入っている．

嫌韓本の出版は 2005 年から勢いついている．それは
韓流に対する反発として新しく生まれた現象ではない．
韓国・中国に対する差別感情は以前から存在しているこ
とである．ただ，今回のように嫌韓ムードが実体性をも
ち，それを作り上げた人々が「新しい思想」を広めた自
負することになると，それを維持しようとする慣性が生
まれる（注 19）．

そのため，嫌韓ムードは一時的な現象ではなく長引く
可能生もある．書店で嫌韓本が平積みされることは無く

なると思われるが，日本社会の底辺で蓄積されていくこ
とで長期化するであろう．そのプロセスに拍車をかけて
いるのはインターネットである．既存のメディアで嫌韓
本はほとんど紹介されていないが，SNS などインター
ネット上では本の情報は拡散されている．インターネッ
トは，以前から存在しているが分散されていた日本の排
外主義者を繋げ，彼らが相互を認識出来るようになり，
集約する環境を提供している．排外主義の動きのビジネ
ス化は，嫌韓ムードの解決をさらに難しくなるすること
になるだろう．

4　結論
以上から，排他主義の観点から嫌韓を検討し，嫌韓本

の分析を行った．先述した検討によると，嫌韓は特定の
民族や国に限定されていることから排他主義の特殊な
一例であると思われる．韓国・北朝鮮以外に中国に対す
る感情も現れており，嫌中とも言われるが，嫌韓に比較
するとその程度は軽い．韓国や中国は，近代において日
本と不幸な関係を抱えている．歴史的経験はしばしば，
過去の支配者による植民地に対する差別として現れる．
その意味で嫌韓は，歴史の負の遺産かもしれない．戦後
閉じ込められた植民地民に対する優越感が表面化した
ことであろう．皮肉にもそのきっかけは，韓国の李明博
前大統領の竹島（韓国名独島）上陸であった．嫌韓本が
最初に出版されたのは 1988 年であるが，80％以上が
2005 年以降に刊行されている．特に，2012 年以降の
出版ラッシュは目を疑うほどである．嫌韓本の出版ラッ
シュは，日韓関係の悪化という外的要因と，国内におけ
る排外主義的傾向の強化が相まって起きている．2015
年末の日韓慰安婦合意によってその傾向は弱まってい
るが，無くなったわけではない．嫌韓本の出版ラッシュ
は，出版不況にも原因があると言われているが，因果関
係についてはさらなる研究が必要である．

本稿は，嫌韓本の出版実体を分析することで，嫌韓の
トレンドの一部分を明らかに出来た．その一部分をこの
誌面で紹介することが出来た．今回の分析データをさら
に深掘りし，出版メディアにおける嫌韓意識の醸造プロ
セスを明らかにして行きたい．

注
（注 1）	 樋口（2014）
（注 2）	 法務省，2016，『ヘイトスピーチに関する実体

調査』
（注 3）	 2005 年 11 月 19 日付．
（注 4）	 法務省，『ヘイトスピーチに関する実体調査報

告書』
（注 5）	 岩波国語事典第 7 版新版
（注 6）	 東京新聞 2016 年 9 月 21 日

図 14　嫌韓本が扱う時期

図 15　嫌韓本の扱っている争点
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（注 7）	 田辺（2015）『排外主義への社会的アプローチ
を振り返って』

（注 8）	 田辺は日本全国の 51 市区町にする 20 歳から
80 歳の日本国籍者 10200 名に対して質問紙調
査を行い 4134 票の回答を得ている．

（注 9）	 全国紙が提供している有料の紙面データベース
から検索を行い，対象紙面は東京発行に限定した．

（注 10）	 一般的に朝日，毎日新聞をリベラル紙と読売，
産経新聞を保守紙と区別している．韓国で使わ
れている保守右翼新聞という用語は，それほど
一般的に使われていない．

（注 11）	 何回も検索してみたが，やはり記事はヒットし
なかった．

（注 12）	 両方とも東京朝刊に限ってデータベースから検
索した．内容分析は別の場を借りて行いたい．

（注 13）	 本研究のために，嫌韓本をすべて購入し，それ
をデジタル化した．本の検索は，アマゾン，国
会図書館で「嫌韓」「反日」などのキーワード
で行い，出てくる類似図書を含めて，嫌韓本を
判断した．購入は主にアマゾンで

（注 14）	 SurveyMonkey の ア ド レ ス は，https://
jp.surveymonkey.net/home/  SurveyMonkey
は，ウェブ上でアンケートシステムを提供する
企業である．現在世界の 16 の言語でサービス
を提供している．本研究では，サーベイシステ
ムをコーディング・ツールとして利用した．

（注 15）	 朝鮮日報 2012 年 8 月 20 日付．
（注 16）	 島谷英明「天皇陛下訪韓なら「心から謝罪を」 

韓国大統領」日本経済新聞 2012年8月14日付．
（注 17）	 従来の日本の歴史を自虐史観だと批判した「新

しい歴史を作る教科書」を出版した会社である．
（注 18）	 産経新聞の久保田るり子編集委員は，韓国メデ

ィアの日本語版による安倍政権批判を日本の嫌
韓を刺激する要因としてあげている．日本語版
が嫌韓本のネタになっていることを指摘してお
り，試験的にサービスを中止してみるのはどう
かと提案している「韓国メディアも天皇表記を，
日韓大討論会で前向き提案」2015 年 6 月 22
日付）．

（注 19）	 毎日新聞，「発信箱：対抗言論」2014 年 7 月
10 日付
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